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 （図表１）住宅ローン残高の推移        （図表２）住宅ローンの新規実行額等の推移 
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 （備考）本稿では他業態との合併等は考慮していない。 

１．信用金庫の住宅ローンの状況 
 (1) 残高の推移 
 平成 28 年度末の信用金庫の住宅ローン残高
は、前期比 2.5％、4,211億円増加の 16兆 6,341
億円となった（図表１）。７年連続で前期を上
回るとともに、過去最高を更新中である。 
 18 年度末の残高と比べると、11.5％、１兆
7,283 億円の増加となる。貸出金に占める住宅
ローンの割合（住宅ローン比率）は、前期並み
の 24.0％となった。これまで住宅ローン比率は
緩やかな上昇傾向にあったが、足元の企業向け
貸出の回復もあり、上昇が一服した。 

 (2) 新規実行額等の推移 
 28 年度中の住宅ローン新規実行額は、前期
（11.4％増）の反動もあり、0.1％、30 億円増
の２兆 253 億円にとどまった（図表２）。一方
で償還・償却額1は、前期比 2.9％、455 億円増
加の１兆 6,042億円にまで増大しており、28年
度については新規実行額と償還・償却額の両建
てで増加がみられる。 
 新規実行額から償還・償却額を差し引いた
4,211 億円が 28 年度中の残高増加額となるが、
年度を通じて競合金融機関との間で激しい借
換えセールスが展開されたと推察される。 

                         
1 償還・償却額=前年度末残高＋当年度新規実行額-当年度

末残高とした。 

信用金庫の住宅ローンの動向（28年度末） 
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 信用金庫の平成 28 年度末の住宅ローン残高は、前期比 2.5％増の 16 兆 6,341 億円であった。貸
出金に占める割合（住宅ローン比率）は、前期並みの 24.0％となる。 

 28 年度中の住宅ローン実行額は、前期（11.4％増）の反動もあり、0.1％増の２兆 253 億円にと
どまった。一方、償還・償却額は 2.9％増加の１兆 6,042億円であった。 

 地区別の住宅ローン残高は、７地区で前期比増加し、４地区で前期を下回った。増加した地区で
は、九州北部（4.7％増）、東海（4.6％増）が目立つ。 

 18 年度末から 28 年度末の信用金庫別の住宅ローン増減状況は、増加が 119 金庫、減少は 145 金
庫となり、減少金庫が増加金庫を上回った。増加金庫のうち 50％以上増加は 21 金庫ある。 

 28 年度末の信用金庫別の住宅ローン比率は、①10％未満が 16 金庫、②10％以上 20％未満が 108
金庫、③20％以上 30％未満が 103 金庫、④30％以上は 37金庫あった。 

 

  ※本稿は、日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成している。 

 

（図表４）都道府県別郵便貯金減少額と 
 信用金庫個人預金増加額 
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（備考）１．日本銀行『預金現金貸出金調査表』お

よび日本郵政公社ＨＰより作成 
    ２．両業態とも、2000 年度末から 2004 年
度末までの総増減額 
    ３．旧船橋信金および旧杵築信金の合併を

調整して算出 
    ４．推計式は以下のとおり。 
 信用金庫個人預金増加額＝－440.30＋0.250×郵

便貯金減少額 
             （-1.043）（6.147） 
 ＜決定係数=0.444、( )内はｔ値、推計期間

2000-2004 年度末＞ 



 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

２．地区別の状況 
 28年度末の地区別の住宅ローン残高は、九州
北部（前期比 4.7％増）、東海（4.6％増）、関東
（3.8％増）などの７地区で前期比増加し、  
４地区で前期を下回った（図表３）。18 年度末
の残高と比較すると、東海が４割を超える増加
だった一方で、四国、東北、北海道は２桁の減
少であった。 
 28 年度末の住宅ローン比率を地区別でみる
と、東海が 30.5％増に達し、18 年度末からの
上昇率も 5.6ポイントに高まった。 
 
３．信用金庫別の状況 
 (1) 18年度末との比較 
 18 年度末から 28 年度末の信用金庫別の住宅
ローン増減状況は、増加が 119 金庫（構成比
45.0％）、減少は 145 金庫（54.9％）となり、
減少金庫数が増加金庫数を上回った。 
 住宅ローン残高と貸出金残高の増減関係を
みると、図表４のとおりである。①住宅ロー

ン・貸出金ともに増加が89金庫（構成比33.7％）、
住宅ローン増加・貸出金減少が 30金庫（11.3％）、
住宅ローン減少・貸出金増加が 78金庫（29.5％）、
住宅ローン・貸出金ともに減少は 67 金庫
（25.3％）であった。 
 (2) 住宅ローン比率 
 28年度末の住宅ローン比率は、①10％未満が
16 金庫（構成比 6.0％）、②10％以上 20％未満
が 108 金庫（40.9％）、③20％以上 30％未満が
103 金庫（39.0％）、④30％以上は 37 金庫
（14.0％）であった（図表５）。 
 18年度末の割合と比較すると、30％以上の信
用金庫が 11.8％（34金庫）から 14.0％（37金
庫）とやや上昇した。ただし、35％以上に注目
すると、2.7％（８金庫）から 5.6％（15金庫）
に倍増している。また、10％未満の割合が 3.1％
（９金庫）から 6.0％（16金庫）に上昇してお
り、信用金庫の間で住宅ローンに対する取組姿
勢に違いがみられる。 
                以 上 

  （図表３）地区別の住宅ローン残高 

（単位：億円、％）

地区

増減率 増減額 増減率 増減額

北海道 6,481 20.9 5,570 18.0 5,566 17.8 △14.1 △  915 △ 0.0 △ 4

東　北 5,029 22.0 4,099 17.7 4,144 17.3 △17.5 △  884 1.0 44

東　京 28,677 23.0 26,618 20.9 26,592 20.1 △ 7.2 △2,084 △ 0.0 △25

関　東 29,678 24.8 32,648 26.6 33,921 27.0 14.2 4,243 3.8 1,273

北　陸 3,992 21.7 3,761 22.6 3,760 22.0 △ 5.8 △  232 △ 0.0 △ 1

東　海 30,661 24.9 41,975 29.8 43,909 30.5 43.2 13,248 4.6 1,933

近　畿 29,408 23.0 33,321 23.3 34,064 23.0 15.8 4,655 2.2 743

中　国 6,801 22.4 6,416 20.8 6,529 20.8 △ 4.0 △  272 1.8 112

四　国 2,992 28.2 2,254 22.4 2,263 22.1 △24.3 △  729 0.3 8

九州北部 2,625 22.6 2,840 23.5 2,975 24.0 13.3 349 4.7 135

南九州 2,473 16.5 2,408 15.6 2,401 15.1 △ 2.8 △   71 △ 0.2 △ 7

合　計 149,058 23.4 162,130 24.0 166,341 24.0 11.5 17,283 2.5 4,211
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   （備考）沖縄県は合計に含む。 
 
 
  （図表４）信用金庫別の住宅ローン残高と    （図表５）信用金庫別の住宅ローン比率 
      貸出金残高の関係（18→28年度末）  
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